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資料番号 10 担当課 経営支援課 

法令名 
中小企業における経営の承継

の円滑化に関する法律施行規

則 
根拠条項 20 

許認可等

の内容 
特例承継計画に係る報告の確

認 

１ 根拠規定 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律 
 （経済産業大臣の認定） 
 第十二条 次の各号に掲げる者は、当該各号に該当することについて、経済産業大臣の認定を

受けることができる。 
  一 会社である中小企業者（金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上

場されている株式又は同法第六十七条の十一第一項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されて

いる株式を発行している株式会社を除く。））の申請に基づき、当該中小企業の代表者の死亡等

に起因する経営の承継に伴い、死亡したその代表者（代表者であった者を含む。）又は退任した

その代表者の資産のうち当該中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の

費用を要することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該中小企業者の事業

活動の継続に支障が生じていること。 
二 個人である中小企業者 他の個人である中小企業者の死亡等に起因する当該他の個人である

中小企業者が営んでいた事業の経営の承継に伴い、当該他の個人である中小企業者の資産のう

ち当該個人である中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の費用を要す

ることその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該個人である中小企業者の事業

活動の継続に支障が生じていると認められること。 
２ 前項の認定に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。 
 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行令 
 （都道府県が処理する事務） 
 第二条 法第十二条第一項及び第十五条第一項に規定する経済産業大臣の権限に属する事務

は、中小企業者の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事が行うこととする。 
 
２ 許認可等の基準 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則 
（特例承継計画に係る報告） 

第二十条 第一種特例贈与認定中小企業者は、当該認定に係る有効期限の末日において、当該認

定に係る有効期間内に存する当該第一種特例贈与認定中小企業者の第一種特例贈与報告基準日

におけるそれぞれの常時使用する従業員の数の合計を当該有効期間内に存する当該第一種特例

贈与報告基準日の数で除して計算した数が、当該認定に係る贈与の時における常時使用する従

業員の数に百分の八十を乗じて計算した数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた数。ただし、当該贈与の時における常時使用する従業員の数が一人のときは、一

人とする。）を下回る数となった場合には、その下回る数となった理由について都道府県知事

の確認を受けなければならない。 



２ 第一種特例相続認定中小企業者は、当該認定に係る有効期限の末日において、当該認定に係

る有効期間内に存する当該第一種特例相続認定中小企業者の第一種特例相続報告基準日におけ

るそれぞれの常時使用する従業員の数の合計を当該有効期間内に存する当該第一種特例相続報

告基準日の数で除して計算した数が、当該認定に係る相続の開始の時における常時使用する従

業員の数に百分の八十を乗じて計算した数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた数。ただし、当該相続の開始の時における常時使用する従業員の数が一人のとき

は、一人とする。）を下回る数となった場合には、その下回る数となった理由について都道府

県知事の確認を受けなければならない。 

３ 前二項の確認を受けようとする第一種特例贈与認定中小企業者又は第一種特例相続認定中

小企業者は、当該認定に係る有効期限の末日の翌日から四月を経過する日までに、様式第二十

七による報告書（前二項の下回る数となった理由について認定経営革新等支援機関の所見の記

載があり、当該理由が経営状況の悪化である場合又は当該認定経営革新等支援機関が正当なも

のと認められないと判断したものである場合には、当該認定経営革新等支援機関による経営力

向上係る指導及び助言を受けた旨が記載されているものに限る。）に、当該報告書の写し一通

を添付して、都道府県知事に提出するものとする。 

４ 吸収合併存続会社等が第十条第五項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の規

定により第一種特例贈与認定中小企業者たる地位を承継したものとみなされた場合における第

一項の規定の適用については、「贈与の時における常時使用する従業員の数」とあるのは、「贈

与の時における常時使用する従業員の数に、吸収合併の場合にあっては当該第一種特例贈与認

定中小企業者及び吸収合併消滅会社（会社法第七百四十九条第一項第一号に規定する吸収合併

消滅会社をいい、第一種合併前特例贈与認定中小企業者（第十条第五項の規定により読み替え

られた同条第一項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特例贈与認定中小企業者をい

う。以下この条において同じ。）を除く。）の吸収合併がその効力を生ずる日の直前における

常時使用する従業員の数に当該吸収合併がその効力を生ずる日から当該認定の有効期間内に存

する第一種特例贈与報告基準日の数を乗じてこれを当該認定の有効期間内に存する第一種特例

贈与報告基準日の数で除して計算した数を、新設合併の場合にあっては新設合併消滅会社（会

社法第七百五十三条第一項第一号に規定する新設合併消滅会社をいい、第一種合併前特例贈与

認定中小企業者を除く。）の新設合併設立会社の成立の日の直前における常時使用する従業員

の数に当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定の有効期間内に存する第一種特例贈与報

告基準日の数を乗じてこれを当該認定の有効期間内に存する第一種特例贈与報告基準日の数で

除して計算した数を、それぞれ加えた数」と読み替えるものとする。 

５ 吸収合併存続会社等が第十条第六項の規定により読み替えられた同条二項ただし書の規定

により第一種特例相続認定中小企業者たる地位を承継したものとみなされた場合における第二

項の規定の適用については、「相続の開始の時における常時使用する従業員の数」とあるのは、

「相続の開始の時における常時使用する従業員の数に、吸収合併の場合にあっては当該第一種

特例相続認定中小企業者及び吸収合併消滅会社（会社法第七百四十九条第一項第一号に規定す

る吸収合併消滅会社をいい、第一種合併前特例相続認定中小企業者（第十条第六項の規定によ

り読み替えられた同条第二項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特例相続認定中小企

業者をいう。以下この条において同じ。）を除く。）の吸収合併がその効力を生ずる日の直前

における常時使用する従業員の数に当該吸収合併がその効力を生ずる日から当該認定の有効期

間内に存する第一種特例相続報告基準日の数を乗じてこれを当該認定の有効期間内に存する第

一種特例相続報告基準日の数で除して計算した数を、新設合併の場合にあっては新設合併消滅

会社（会社法第七百五十三条第一項第一号に規定する新設合併消滅会社をいい、第一種合併前

特例相続認定中小企業者を除く。）の新設合併設立会社の成立の日の直前における常時使用す



る従業員の数に当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定の有効期間内に存する第一種特

例相続報告基準日の数を乗じてこれを当該認定の有効期間内に存する第一種特例相続報告基準

日の数で除して計算した数を、それぞれ加えた数」と読み替えるものとする。 

６ 株式交換完全親会社等が第十一条第五項の規定により読み替えられた同条第一項の規定に

より第一種特例贈与認定中小企業者たる地位を承継したものとみなされた場合における第一項

の規定の適用については、「常時使用する従業員の数の合計」とあるのは「当該第一種特例贈

与認定中小企業者及び株式交換完全子会社等の常時使用する従業員の数の合計」と読み替える

ものとする。 

７ 株式交換完全親会社等が第十一条第六項の規定により読み替えられた同条第二項の規定に

より第一種特例相続認定中小企業者たる地位を承継したものとみなされた場合における第一項

の規定の適用については、「常時使用する従業員の数の合計」とあるのは「当該第一種特例相

続認定中小企業者及び株式交換完全子会社等の常時使用する従業員の数の合計」と読み替える

ものとする。 

８ 第一項、第三項、第四項及び第六項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に

係る第二種特例経営承継受贈者が第一種特例経営承継贈与を受けた者に限る。以下この項にお

いて同じ。）及び第二種特例相続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継受贈者

が第一種特例経営承継贈与を受けた者に限る。以下この項において同じ。）について準用する。

この場合において第一項中「有効期限の末日」とあるのは「第一種特例経営承継贈与に係る認

定の有効期限の末日」と、「当該認定に係る有効期間」とあるのは「当該第一種特例経営承継

贈与に係る認定の有効期間」と、「当該第一種特例贈与認定中小企業者の第一種特例贈与報告

基準日」とあるのは「第一種特例贈与報告基準日」と、「贈与の時」とあるのは「第一種特例

経営承継贈与の時」と、第三項中「当該認定に係る有効期限」とあるのは「前二項に規定する

第一種特例経営承継贈与又は第一種特例経営承継相続に係る認定の有効期限」と、第四項中「第

五項」とあるのは「第七項又は第八項」と、「贈与の時」とあるのは「第一種特例経営承継贈

与の時」と、「第一種合併前特例贈与認定中小企業者（第十条第五項の規定により読み替えら

れた同条第一項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特例贈与認定中小企業者」とある

のは「第二種合併前特例贈与認定中小企業者（第十条第七項の規定により読み替えられた同条

第一項ただし書の規定による地位の承継前の第二種特例贈与認定中小企業者」と、「）を除く」

とあるのは「）及び第二種合併前特例相続認定中小企業者（第十条第八項の規定により読み替

えられた同条第二項ただし書の規定による地位の承継前の第二種特例相続認定中小企業者をい

う。以下この条において同じ。）を除く」と、「当該吸収合併がその効力を生ずる日から当該

認定の有効期間内」とあるのは「当該吸収合併がその効力を生ずる日から当該認定に係る第一

種特例経営承継贈与に係る認定の有効期間内」と、「これを当該認定の有効期間内」とあるの

は「これを当該有効期間内」と、「当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定の有効期間

内」とあるのは「当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定に係る第一種特例経営承継贈

与に係る認定の有効期間内」と、第六項中「第五項」とあるのは「第七項又は第八項」と読み

替えるものとする。 

９ 第二項、第三項、第五項及び第七項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定に

係る第二種特例経営承継受贈者が第一種経営承継相続を受けた者に限る。）及び第二種特例相

続認定中小企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続人が第一種経営承継相続を受けた

者に限る。）について準用する。この場合において第二項中「有効期限の末日」とあるのは「第

一種特例経営承継相続に係る認定の有効期限の末日」と、「当該認定に係る有効期間」とある

のは「当該第一種特例経営承継相続に係る認定の有効期間」と、「当該第一種特例相続認定中

小企業者の第一種特例相続報告基準日」とあるのは「第一種特例相続報告基準日」と、「相続



の開始の時」とあるのは「第一種特例経営承継相続の開始の時」と、第三項中「当該認定に係

る有効期限」とあるのは「前二項に規定する第一種特例経営承継贈与又は第一種特例経営承継

相続に係る認定の有効期限」と、第五項中「第六項」とあるのは「第七項又は第八項」と、「相

続の開始の時」とあるのは「第一種特例経営承継相続の開始の時」と、「第一種合併前特例相

続認定中小企業者（第十条第六項の規定により読み替えられた同条第二項ただし書の規定によ

る地位の承継前の第一種特例相続認定中小企業者」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中

小企業者（第十条第七項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の規定による地位の

承継前の第二種特例贈与認定中小企業者」と、「）を除く」とあるのは「）及び第二種合併前

特例相続認定中小企業者（第十条第八項の規定により読み替えられた同条第二項ただし書の規

定による地位の承継前の第二種特例贈与認定中小企業者をいう。以下この条において同じ。）

を除く」と、「当該吸収合併がその効力を生ずる日から当該認定の有効期間内」とあるのは「当

該吸収合併がその効力をずる日から当該認定に係る第一種特例経営承継相続に係る認定の有効

期間内」と、「これを当該認定の有効期間内」とあるのは「これを当該有効期間内」と、「第

一種合併前特例相続認定中小業者」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中小企業者及二種

合併前特例相続認定中小企業者」と、「当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定の有効

期間内」とあるのは「当該新設合併設立会社の成立の日から当該認定に係る第一種特例経営承

継相続に係る認定の有効期間内」と、第七項中「第六項」とあるのは「第七項又は第八項」と

読み替えるものとする。 

10 第一項、第三項、第四項及び第六項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定

に係る第二種特例経営承継受贈者に係る中小企業者が法第十二条第一項の認定（第六条第一項

第十一号から第十四号までの事由に係る者に限る。）を受けていない者に限る。）について準

用する。この場合において第一項中「第一種特例贈与報告基準日」とあるのは、「第二種特例

贈与報告基準日」と、「贈与の時」とあるのは「第二種特例経営承継贈与の時」と、第四項中

「第五項」とあるのは「第七項」と、「贈与の時」とあるのは「第二種特例経営承継贈与の時」

と、「第一種合併前特例贈与認定中小企業者」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中小企

業者」と、「第十条第五項の規定により読み替えられた同条第二項ただし書」とあるのは「第

十条第七項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書」と、「第一種特例贈与報告基準

日」とあるのは「第二種特例贈与報告基準日」と、第六項中「第五項」とあるのは「第七項」

と読み替えるものとする。 

11 第二項、第三項、第五項及び第七項の規定は、第二種特例相続認定中小企業者（当該認定

に係る第二種特例経営承継受贈者に係る中小企業者が法第十二条第一項の認定（第六条第一項

第十一号から第十四号までの事由に係る者に限る。）を受けていない者に限る。）について準

用する。この場合において第二項中「第一種特例相続報告基準日」とあるのは「第二種特例相

続報告基準日」と、「相続の開始の時」とあるのは「第二種特例経営承継相続の開始の時」と、

第五項中「第六項」とあるのは「第八項」と、「相続の開始の時」とあるのは「第二種特例経

営承継相続の開始の時」と、「第一種合併前特例相続認定中小企業者」とあるのは「第二種合

併前特例相続認定中小企業者」と、「第一種特例相続報告基準日」とあるのは「第二種特例相

続報告基準日」と、第七項中「第六項」とあるのは「第八項」と読み替えるものとする。 

12 第一項、第三項、第四項及び第六項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定

に係る第二種特例経営承継受贈者に係る中小企業者が受けた法第十二条第一項の認定のうち、

最初の認定が第六条第一項第十三号の事由に係るものに限る。）又は第二種特例相続認定中小

企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続人に係る中小企業者が受けた法第十二条第一

項の認定のうち、最初の認定が第六条第一項第十三号の事由に係るものに限る。）について準

用する。この場合において第一項中「当該認定に係る」とあるのは「当該最初の認定に係る」



と、「第一種特例贈与報告基準日における」とあるのは「第二種特例贈与報告基準日（第二種

特例経営承継受贈者又は第二種特例経営承継相続人が受けた最初の第二種特例経営承継贈与に

係るものをいう。以下この項において同じ。）における」と、「第一種特例贈与報告基準日の

数で」とあるのは「第二種特例贈与報告基準日の数で」と、「贈与の時」とあるのは「第二種

特例経営承継贈与の時」と、第三項中「当該認定に係る」とあるのは「前二項に規定する最初

の認定に係る」と、第四項中「第五項」とあるのは「第七項又は第八項」と、「贈与の時」と

あるのは「当該最初の認定に係る第二種特例経営承継贈与の時」と、「第一種合併前特例贈与

認定中小企業者（第十条第五項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の規定による

地位の承継前の第一種特例贈与認定中小企業者」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中小

企業者（第十条第七項の規定により読み替えられた同条第一項ただし書の規定による地位の承

継前の第二種特例贈与認定中小企業者」と、「）を除く」とあるのは「）及び第二種合併前特

例相続認定中小企業者（第十条第八項の規定により読み替えられた同条第二項ただし書の規定

による地位の承継前の第二種特例贈与認定中小企業者をいう。以下この条において同じ。）を

除く」と、「当該認定の有効期間内」とあるのは「当該最初の認定の有効期間内」と、「第一

種特例贈与報告基準日」とあるのは「第二種特例贈与報告基準日」と、「第一種合併前特例贈

与認定中小企業者を除く」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中小企業者及び第二種合併

前特例相続認定中小企業者を除く」と、第六項中「第五項」とあるのは「第七項又は第八項」

と読み替えるものとする。 

13 第二項、第三項、第五項及び第七項の規定は、第二種特例贈与認定中小企業者（当該認定

に係る第二種特例経営承継受贈者に係る中小企業者が受けた法第十二条第一項の認定のうち、

最初の認定が第六条第一項第十四号の事由に係るものに限る。）又は第二種特例相続認定中小

企業者（当該認定に係る第二種特例経営承継相続人に係る中小企業者が受けた法第十二条第一

項の認定のうち、最初の認定が第六条第一項第十四号の事由に係るものに限る。）について準

用する。この場合において第二項中「当該認定に係る」とあるのは「当該最初の認定に係る」

と、「第一種特例相続報告基準日における」とあるのは「第二種特例相続報告基準日（第二種

特例経営承継受贈者又は第二種特例経営承継相続人が受けた最初の第二種特例経営承継相続に

係るものをいう。以下この項において同じ。）における」と、「第一種特例相続報告基準日の

数で」とあるのは「第二種特例相続報告基準日の数で」と、「相続の開始の時」とあるのは「第

二種特例経営承継相続の開始の時」と、第三項中「当該認定に係る」とあるのは「前二項に規

定する最初の認定に係る」と、第五項中「第六項」とあるのは「第七項又は第八項」と、「相

続の開始の時」とあるのは「当該最初の認定に係る第二種特例経営承継相続の開始の時」と、

「第一種合併前特例相続認定中小企業者（第十条第六項の規定により読み替えられた同条第二

項ただし書の規定による地位の承継前の第一種特例相続認定中小企業者」とあるのは「第二種

合併前特例贈与認定中小企業者（第十条第七項の規定により読み替えられた同条第一項ただし

書の規定による地位の承継前の第二種特例贈与認定中小企業者」と、「）を除く」とあるのは

「）及び第二種合併前特例相続認定中小企業者（第十条第八項の規定により読み替えられた同

条第二項ただし書の規定による地位の承継前の第二種特例贈与認定中小企業者をいう。以下こ

の条において同じ。）を除く」と、「当該認定の有効期間内」とあるのは「当該最初の認定の

有効期間内」と、「第一種特例相続報告基準日」とあるのは「第二種特例相続報告基準日」と、

「第一種合併前特例相続認定中小企業者を除く」とあるのは「第二種合併前特例贈与認定中小

企業者及び第二種合併前特例相続認定中小企業者を除く」と、第七項中「第六項」とあるのは

「第七項又は第八項」と読み替えるものとする。 

14 都道府県知事は、第一項又は第二項（第三項から第十三項までの規定により準用される場

合を含む。）の報告を受けた場合において、第一項の確認をしたときは様式第二十八による確



認書を交付し、当該確認をしない旨の決定をしたときは様式第二十九により申請者である第一

種特例贈与認定中小企業者又は第一種特例相続認定中小企業者に対して通知しなければならな

い。 

15 経済産業大臣は、第一種特例贈与認定中小企業者、第一種特例相続認定中小企業者、第二

種特例贈与認定中小企業者及び第二種特例相続認定中小企業者における経営の承継の円滑化の

ために必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、前項の確認の交付を受けた又は前項

の規定により通知された第一種特例贈与認定中小企業者、第一種特例相続認定中小企業者、第

二種特例贈与認定中小企業者及び第二種特例相続認定中小企業者の名称、代表者の氏名その他

必要と認める事項に関する情報を求めることができる。 

 
 

 
 


